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《巻頭言》

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）とタバコ

はじめに
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパン
デミックは、私たちの生活と人生に対する考え方を
大きく変えた。何よりも命と健康を守ることが大事
だということが多くの人々の共通認識となった。タ
バコ製品による甚大な健康被害がない「新しい生活
様式」をできるだけ早く広げてゆくことが、私たち
に課された役割である。そのために必要ないくつか
のポイントを指摘したい。

喫煙はCOVID-19重症化の主要原因
中国本土31地域の575病院で確定診断された

1,590名のCOVID-19患者を対象として解析した
結果、COPD（ハザード比2.681、95％CI 1.424-
5.048）、糖尿病（1.59、95％CI 1.03-2.45）、高血圧
（1.58、95％CI 1.07-2.32）、悪性腫瘍（3.50、95％
CI 1.60-7.64）が有意にエンドポイント（死亡・人工
呼吸器治療など）到達リスクを高めていた 1）。武漢
の3次病院入院症例78例では、喫煙歴があると重
症化率が14.285倍（95％CI：1.577 -25.000；P＝
0.018）に有意に増加していた 2）（表1）。

COVID-19患者3,027例についてのメタアナリシ
スでは、現在喫煙（2.04；1.32-3.15）は重症化の有
意な危険因子だった。喫煙と関連が深い呼吸器疾
患（5.15；2.51-10.57）の併存も重症化と死亡の危険
因子だった 3）。

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）とタバコ
日本禁煙学会理事、道北勤医協旭川北医院院長

松崎道幸

以上より、新型コロナウイルス（SARS-COV-2）に
感染した場合、喫煙者（現在および過去）は重症、
重篤化しやすい。

「喫煙者は新型コロナウイルスにかかりにくい」
という諸論文について

SARS-COV-2に感染した場合、喫煙者の重症化
リスクが明らかに高いことは前項で証明済みだが、
COVID-19患者の現在喫煙率がきわめて低いとす
る報告が多い。例えば、Simons等のメタアナリシ
ス 4）では、中国における新型コロナ患者の喫煙率は
数％であり、中国の成人喫煙率は（27.7％）よりも
ずっと低率だと報告されている。しかし、このメタ
アナリシスの対象論文の多くは喫煙率調査が不完
全であると指摘されている 5）。このメタアナリシス
は、中国などから出された28論文を対象としてい
るが、25論文では多くの患者の喫煙習慣が調査さ
れておらず、喫煙者や禁煙者が非喫煙者に分類さ
れている可能性の有無が記述されていない。
さらに、喫煙習慣を「喫煙者」、「過去喫煙者」、

「非喫煙者」、「不明者」と分類した論文がいくつか
あり、「不明者」をどのように解釈したかが述べら
れていない。28論文はすべて、パンデミックの最
中に作成されたため、喫煙習慣の正確な分類を優
先的な目的としていなかった。そのため現在喫煙
者と過去喫煙者が非喫煙者に分類された可能性が

表1　COVID-19重症化の危険因子（文献2	表5より抜粋）

変　数
単変量解析 多変量解析

OR p OR p

年齢（≧60歳対＜60歳） 10.575 0.004   8.546 0.011
喫煙歴（あり対なし） 12.187 0.011 14.285 0.018
高血圧（あり対なし）   2.259 0.360 － －
糖尿病（あり対なし）   4.741 0.112 － －
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ある。さらに、COVID-19で重症となった喫煙者
が入院直前に禁煙をしたため、「現在喫煙者」と分
類されなかった「因果関係の逆転」が起きた可能性
もある。WHOは「過去喫煙者」を6か月以上禁煙
している者と定義しているが、多くの論文がこの定
義に反して、直前まで喫煙していたものを「非喫煙
者」と誤分類している可能性も否定できない。
フランスにおけるCOVID-19患者の喫煙率に関
する論文 6）でも、フランスのCOVID-19患者の「現
在毎日喫煙率」は5％前後であり、フランスの平均
（毎日）喫煙率25.4％よりも著明に低いと述べてい
る。しかし、2017年のフランスの公式統計 7）では、
時々喫煙者4.9％、毎日喫煙者26.9％、過去喫煙
者31.1％、生涯非喫煙者37.1％であり、この論文
では公式統計よりも「毎日喫煙者」がきわめて少
ない一方、「過去喫煙者」がきわめて多いという不
自然な数字となっており、「過去喫煙者」に関する
WHOの定義に沿っていない疑いがある（表2）。コ
ロナを発病したため「入院直前に禁煙」した者を過
去喫煙者としている可能性が否定できず、この論
文を額面通りに受け取ることはできないだろう。

ニコチンが新型コロナウイルスの侵入口を 
広げている

SARS-COV-2はACE受容体という「穴」から
細胞に入り込み細胞に感染する 8）。ACE受容体は
もともと人類がストレスに対抗するために瞳孔を
広げ、心拍数を上げ、血圧を上げて戦闘態勢を準
備する交感神経を活発化させる役割を持っている。
これはこれで人類の生存に役立っていたわけだが、
この働きが行き過ぎると、炎症が起こりやすくな
り、自己免疫疾患や感染症、がんなどが発生しや
すくなる。
一方、タバコを吸うとニコチン受容体というニコ
チンを受け入れる「穴」が増える。ニコチンには、
ACE受容体を増やす働きも持っている。したがっ

て、タバコを吸えば吸うほど、新型コロナウイルス
が細胞に入るための「穴」が増える。ニコチン受容
体という「穴」はACE受容体という「穴」と共同作
業で、ヒトの体をSARS-COV-2に弱い体に変える
働きをしているといえる。
事実、新型コロナウイルスに感染した場合、喫
煙者のほうがずっと重症化し、死亡する危険も増
えることは前項で述べたとおりである。

加熱式タバコ・電子タバコも危ない
加熱式タバコを使用すると紙巻きタバコと同じか
それ以上のニコチンが体に入る。ニコチン、香料、
さまざまな化学物質（そしてマリファナまでも）入
りのe-リキッド、e-オイルを加熱して発生させたエ
アロゾルを吸い込む電子タバコ（ベイパー）は2003
年から販売されているが、2012年初めに電子タバ
コによって急性の肺炎が引き起こされることが報
告された。その後、好酸球性肺炎、びまん性肺胞
障害、器質化肺炎などさまざまな呼吸器傷害が報
告されている。紙巻きタバコ喫煙者が電子タバコ
を使用すると、気管支の表面がただれ、酸素が取
り込みにくくなり、ヘビースモーカーでは一時的な
動脈血の酸素が足りなくなるという重大なことが
起こっている。したがって、電子タバコ使用者が
SARS-COV-2に感染した場合、肺炎がさらに重症
となるおそれがある。加熱式タバコも電子タバコも
今すぐ止めるべきである 9）。

空気感染の問題
SARS-COV-2と同じコロナウイルス類の感染症

SARSアウトブレイク時には、病棟や介護施設で
空気感染による集団感染が起きていた。空気感染
とは、直接咳やくしゃみで発生した飛沫を浴びる
のではなく、軽い咳あるいは呼吸や会話に伴って
感染者から呼出されたウイルスを含むエアロゾル
が、屋内の空気に広がり、それを吸い込んで感染

表2　喫煙状態の比較（Miyara論文6）vsフランス公式統計7））

喫煙習慣 Miyara論文（患者実数） 2017年公式統計
時々喫煙   5.1%（  3名） 4.9%
毎日喫煙   5.1%（  3名） 26.9%
過去喫煙 54.2%（32名） 31.1%
生涯非喫煙 35.6%（21名） 37.1％
不　明   4.8%（  3名） 0%
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が広がったと考えられる。このウイルスを含む微小
な飛沫は咳やくしゃみで数メートルから十数メート
ルも移動したのち、ゆっくりと屋内全体に充満す
る可能性がある。定期的に換気が呼び掛けられて
いるのも、この空気感染を防ぐためである。「喫煙
室」こそ、飛沫感染だけでなく、空気感染の好発環
境である 10）。

喫煙室は濃厚接触の場
日本環境感染症学会のガイドラインでは、①2
メートル以内で、②数分以上、③マスクなどの感
染防護具なしで、感染者と接触した場合は「濃厚接
触」と判定され、「2週間の自宅待機」を言い渡され
る（表3）。
したがって、SARS-COV-2のアウトブレイクが
おきてしまった現在、濃厚接触の場である「喫煙
室、喫煙所」の多くが閉鎖されている 11)。これは、
本学会会員の粘り強い働きかけ活動も大きく貢献
していることを強調したい。たとえ近い将来にワク
チンや治療薬が使用できるようになったとしても、
ウイルス性疾患全般の感染を予防する見地から、
喫煙室は閉鎖および撤去し、復活すべきではない
と考える。
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表3　喫煙室・喫煙所は濃厚接触の場であることの説明
診察室 喫煙所・喫煙室

シナリオ 咳のある患者さん 
（翌日コロナ肺炎と確定）診察

喫煙室で一本タバコを吸った。 
2メートル以内に咳をする喫煙者あり

自　分 （医師）マスクなし マスクなし

相　手 （患者さん）マスクなし マスクなし 
（SARS-COV-2感染者）

距　離 1メートル 50センチ～1メートル
接触時間 5分以上 平均5～6分
判　定

（日本環境感染学会
ガイドライン）

濃厚接触 濃厚接触

就業制限 2週間自宅待機・健康観察 な　し 
（2週間自宅待機相当にもかかわらず）
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全国の議会の屋内全面禁煙の状況と受動喫煙防止の課題

連絡先
〒 590-0133
大阪府堺市南区庭代台 4-2-3
e-mail: muen@iris.eonet.ne.jp
受付日 2020年 5月 22日　採用日 2020年 5月 29日

はじめに
改正健康増進法 1）により、2019年7月1日から、

第一種施設として行政機関の敷地内禁煙が義務付け
られた（例外措置として「特定屋外喫煙場所」の設置
は可）。一方で、国会・議会は、公共性が極めて高
く、税金で賄われていることからも、本来的には行
政機関と同じく第一種施設とされ、議員・職員・来
庁者などの健康が受動喫煙の危害から守られるべき
で、2017年3月に公表された厚労省の当初の法案 2）

でもそうなっていた。
しかしタバコ族議員などの猛烈な反対 3）で、国会
を第二種施設とし、屋内に「喫煙専用室」を設け、地
方議会も同じ扱いとされる改正健康増進法が2018年
7月に制定された。

2019年7月からの行政機関等の禁煙の義務付けに
伴い、第二種施設である裁判所（2020年1月から）、

および国立国会図書館・関西館（同4月から）がす
べて敷地内禁煙となることが発表され、同じく第二
種施設の地方議会の禁煙化の報道も相次いだ。また
2019年5月に、北海道庁に建設中の新議会棟に、設
計段階ではなかった喫煙室を設置する動きが表面化
した。
改正健康増進法（および各地の受動喫煙防止条例）

が2020年4月1日より全面施行されるに伴い、第二
種施設の国会・議会も「喫煙専用室」以外の屋内禁煙
が義務付けられるので、上記の動きを踏まえ、公共
性が極めて高い議会の「屋内全面禁煙」の2020年4月
以降の状況について調査を行い、4月1日現在の禁煙
状況を取りまとめた。

調査方法
改正健康増進法が全面施行される半年前の2019
年10月から、第二種施設の地方議会（都道府県議
会、全国の市・区議会、一部町村議会）の2020年4
月以降の「屋内全面禁煙」の状況について電話による
照会調査を行った。
第一次調査として、2019年10～12月に、すべて
電話照会を行い、調査項目は、

　改正健康増進法が2020年4月1日より全面施行され、第二種施設の国会・議会も「喫煙専用室」以外の屋
内禁煙が義務付けられたので、この日までに議会が行政機関と同じく「屋内全面禁煙」となっているか否かの
調査を行った。
　その結果、「屋内全面禁煙」以上（敷地内禁煙を含む）は、47の都道府県議会では26（55％）、815の全国
の市議会と東京都特別区区議会では796（98％）で、これらの議会に喫煙室が残っているのは40議会（4.6％）
であった。一方、国会には79の喫煙室が設置されていた。
　折しも2020年1月からの新型コロナウイルス感染症の全国および世界的広がりのなかで、4月1日から「原
則屋内全面禁煙」が義務化されたことは、本感染症の広がりを少しでも食い止める一助となった可能性がある
と思われるが、夜間営業が主な店の一部が喫煙目的店に衣替えしたなどのリスクが懸念されるので、本感染
症の抜本的な対策の一環として、議会禁煙化を含め、早急な法改正による「例外なき屋内全面禁煙」の義務付
けについても考察した。

全国の議会の「屋内全面禁煙」の状況と 
受動喫煙防止の今後の課題 

－改正健康増進法の全面施行を踏まえて－

野上浩志

子どもに無煙環境を推進協議会、日本禁煙学会理事

《資　料》
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（1） 喫煙室やスペースの有無（会派内、議会建物内）
（2） 屋内禁煙の場合は、敷地内禁煙か、屋外に喫

煙スペースがあるかどうか？
（3） 喫煙室やスペースがある場合は、2020年4月

1日以降は「喫煙専用室」として存続するかど
うか？

で、状況により、喫煙場所などの詳細を聞き取った。
調査は、全体状況を把握しつつ行うために、まず
都道府県議会、政令指定都市市議会、中核市市議
会の順に照会し、次いで受動喫煙防止条例のある都
府県の市議会と東京都特別区区議会を照会し、この
うちの5都府県（東京、神奈川、静岡、大阪、兵庫）
は町村議会についても照会した。その後他の道府県
の市議会に照会した。
調査と並行して、喫煙室やスペースが存続予定あ

るいは未定の議会については、禁煙とするよう資料
（理由や近隣を含めた議会の禁煙状況を含め）の送付
や陳情・要請を行った。
第二次調査として、2020年1～3月に適宜、その
後の喫煙室やスペースの4月以降の状況予定を問い
合わせ、存続予定あるいは未定の議会については禁
煙とするよう再度資料送付や陳情・要請を行い、併
せて当該行政庁の首長宛、および地元医師会宛に、

議会を禁煙とするよう助言協力の依頼書（近隣を含め
た議会の禁煙状況一覧を含め）を送付した。
第三次調査として、喫煙室やスペースの残ってい

る議会に、2020年4月に再確認の照会をし、4月1
日現在の禁煙状況として取りまとめた。
なお、議会の「屋内全面禁煙」とともに敷地内禁
煙についても聞いたが、今回の調査の主目的が「屋内
全面禁煙」であったので、敷地内禁煙への変更につ
いては第二調査以後では特には照会しなかった。そ
のために、結果欄では「敷地内禁煙の議会は少なくと
も」と記載した（第一次調査後から4月1日までに敷
地内禁煙とした議会が散見されたが）。
国会の状況については、2020年3月までに情報開
示請求を行い入手した。

結　果
1） 都道府県議会の禁煙状況

47の都道府県議会では、26議会（55％）が「屋内
全面禁煙」以上（「敷地内禁煙」を含む、以下同じ）で
あった。2019年12月までは24議会であったが、そ
の後、群馬県議会、宮城県議会が「屋内全面禁煙」と
なった。
図1に、「敷地内禁煙」、「屋内全面禁煙」、「喫煙

図1　都道府県議会の禁煙状況（2020年4月1日現在）

　

議議会会数数
屋屋内内全全面面禁禁煙煙
以以上上

％％
屋屋内内にに
喫喫煙煙室室有有りり

％％ 敷敷地地内内禁禁煙煙 ％％

都都道道府府県県議議会会 4477 2266 5555 2211 4455 88 1177

政政令令指指定定都都市市市市議議
会会

2200 1199 9955 11 55 1100 5500

中中核核市市市市議議会会 6600 5544 9900 66 1100 2255 4422

全全国国のの市市・・区区議議会会 881155 779966 9977..77 1199 22..33 227711 3333

都都道道府府県県++市市・・区区議議
会会

886622 882222 9955..44 4400 44..66 227799 3322

表表11　　都都道道府府県県議議会会、、全全国国のの市市・・区区議議会会のの「「屋屋内内全全面面禁禁煙煙」」以以上上、、
「「喫喫煙煙室室有有りり」」状状況況ののままととめめ

図図11　　都都道道府府県県議議会会のの禁禁煙煙状状況況　（2020年4月1日現在）

（全国の市・区議会に、政令指定都市市議会・中核市市議会・東京都特別区区議会を含む）

□□　　敷敷地地内内禁禁煙煙

■■　　屋屋内内全全面面禁禁煙煙

■■　　  喫喫煙煙専専用用室室あありり

喫煙室が残っている21道・県議会
北海道、岩手県、栃木県、千葉県、神奈川県、富山県、石川県、長野県、

岐阜県、愛知県、三重県、和歌山県、広島県、徳島県、愛媛県、福岡県、

佐賀県、長崎県、熊本県、宮崎県、鹿児島県
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室あり」別のマップを示し、また「専用喫煙室あり」の
21の道・県議会名を記載した。特に東北6県では岩
手県議会のみが喫煙可、東海4県では静岡県議会以
外の愛知・岐阜・三重の3県議会が喫煙可、近畿6
府県では和歌山県議会のみが喫煙可、中国5県では
広島県のみが喫煙可で、九州6県では大分県議会を
除く5県が喫煙可などであった。
なお、敷地内禁煙は少なくとも8都府県議会あった。

2） 政令指定都市市議会の禁煙状況
20の政令指定都市市議会は、神奈川県川崎市議

会を除く19議会（95％）が「屋内全面禁煙」以上で
あった。これらは2019年12月までは16議会であっ
たが、その後、さいたま市議会、仙台市議会、広島
市議会が「屋内全面禁煙」となった。なお、敷地内禁
煙は少なくとも10市議会あった。

3） 中核市市議会の禁煙状況
60の中核市市議会（2020年4月に中核市移行の市

を含む）では、群馬県高崎市、埼玉県越谷市、福井
市、愛知県豊田市、長崎市、大分市の6議会を除く
54の議会（90％）が「屋内全面禁煙」以上であった。
なお、敷地内禁煙は少なくとも25市議会あった。

4） 全国の市・区議会の禁煙状況
政令指定都市市議会、中核市市議会、東京都特
別区区議会を含む、全国の815の市・区議会では、
喫煙室設置は19市・区議会（2.3％）で、他の796
市・区議会（97.7％）は「屋内全面禁煙」以上であっ
た。2019年12月までに喫煙室のあったさいたま市
議会、仙台市議会、広島市議会（以上再掲）、茨城県
桜川市、東京都大田区・中野区、新潟県長岡市・加
茂市、長野県佐久市、鹿児島県奄美市は、2020年3
月までに「屋内全面禁煙」となった。
図2に、「禁煙」、「専用喫煙室あり」別の全国の
市・区議会のマップを示し、また「専用喫煙室あり」
の19の市・区議会名を記載した。特に北海道と東北
6県、および四国4県ではすべての市議会が禁煙で
あった。
なお、敷地内禁煙は少なくとも271（33％）の市議
会・特別区区議会であった。
表1に、以上の都道府県議会と全国の市・区議会

の「屋内全面禁煙」以上、「喫煙室有り」の状況のま
とめを示したが、「屋内全面禁煙」以上の議会は822
（95.4％）、「屋内に喫煙所有り」の議会は40（4.6％）
であった。
図3に、都道府県議会と市・区議会の禁煙状況を

まとめてマップに示し、府・県議会とその府県内の

図2　都道府県別の市・区議会の禁煙状況（2020年4月1日現在）

　

  ■■  県県議議会会++３３市市議議会会がが喫喫煙煙可可

府・県議会と市議会の全てが「屋内全面禁煙」以上の18府・県
青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、新潟県、山梨県、

静岡県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、岡山県、香川県、

高知県、沖縄県

  □□  府府・・県県議議会会++市市議議会会がが全全てて禁禁煙煙

  ■■  １１市市・・区区議議会会がが喫喫煙煙可可

  ■■  ２２市市議議会会がが喫喫煙煙可可

  ■■  道道・・県県議議会会ののみみがが喫喫煙煙可可

  ■■  県県議議会会++１１～～22市市議議会会がが喫喫煙煙可可

図図33　　都都道道府府県県議議会会とと市市・・区区議議会会のの禁禁煙煙状状況況　（2020年4月1日現在）

図図22　　都都道道府府県県別別のの市市・・区区議議会会のの禁禁煙煙状状況況　（2020年4月1日現在）

□□  全全市市議議会会がが禁禁煙煙

■■  ３３市市議議会会がが喫喫煙煙可可

喫煙室が残っている19市・区議会
群馬（高崎）、埼玉（越谷、春日部）、東京（江東区）、神奈川（川崎）、

富山（氷見）、福井市、愛知（豊田、一宮、東海）、三重（津、いなべ）、

奈良（橿原）、島根（安来）、山口（防府）、長崎（長崎、平戸、松浦）、

大分市

■■  １１市市・・区区議議会会がが喫喫煙煙可可

■■  ２２市市議議会会がが喫喫煙煙可可
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市議会すべてが「屋内全面禁煙」以上の18の府・県
名を記載した。

5） 町村議会の禁煙状況、および受動喫煙防止条例
のある都道府県の状況
受動喫煙防止条例の施行されていた5都府県（東
京都、神奈川県、静岡県、大阪府、兵庫県）の町村
議会はすべてが「屋内全面禁煙」以上であった。
また、2020年4月1日までに受動喫煙防止条例の
施行された10の都道府県（上記5都府県の他、北海
道、秋田県、山形県、岡山県、広島県）のうち、都
道府県議会と市議会がすべて禁煙であったのは、秋
田県、山形県、静岡県、大阪府、兵庫県、岡山県の

6府・県であった。

6） 国会の状況
国会議事堂（衆議院、参議院、議員会館、憲政記
念館）には、情報開示請求の結果 4）で、概ね各階に喫
煙室が設置されていた。（衆議院本館・分館・別館
に12、衆議院議員会館に42、憲政記念館に1、参議
院本館・分館・別館に9、参議院議員会館に15）

なお、以上の調査結果の詳細は以下に掲載してい
る。

https://notobacco.jp/pslaw/gikaikinenjokyo1911 
shichoson.htm

議会数 屋内全面禁煙 
以上 ％ 屋内に 

喫煙室有り ％ 敷地内禁煙 ％

都道府県議会   47   26 55 21 45     8 17

政令指定都市市議会   20   19 95   1   5   10 50

中核市市議会   60   54 90   6 10   25 42

全国の市・区議会 815 796 97.7 19 2.3 271 33

都道府県+市・区議会 862 822 95.4 40 4.6 279 32

（全国の市・区議会に、政令指定都市市議会・中核市市議会・東京都特別区区議会を含む）

表1　都道府県議会、全国の市・区議会の「屋内全面禁煙」以上、「喫煙室有り」状況のまとめ

図3　都道府県議会と市・区議会の禁煙状況（2020年4月1日現在） 　

  ■■  県県議議会会++３３市市議議会会がが喫喫煙煙可可

府・県議会と市議会の全てが「屋内全面禁煙」以上の18府・県
青森県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、新潟県、山梨県、

静岡県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、鳥取県、岡山県、香川県、

高知県、沖縄県

  □□  府府・・県県議議会会++市市議議会会がが全全てて禁禁煙煙

  ■■  １１市市・・区区議議会会がが喫喫煙煙可可

  ■■  ２２市市議議会会がが喫喫煙煙可可

  ■■  道道・・県県議議会会ののみみがが喫喫煙煙可可

  ■■  県県議議会会++１１～～22市市議議会会がが喫喫煙煙可可

図図33　　都都道道府府県県議議会会とと市市・・区区議議会会のの禁禁煙煙状状況況　（2020年4月1日現在）

図図22　　都都道道府府県県別別のの市市・・区区議議会会のの禁禁煙煙状状況況　（2020年4月1日現在）

□□  全全市市議議会会がが禁禁煙煙

■■  ３３市市議議会会がが喫喫煙煙可可

喫煙室が残っている19市・区議会
群馬（高崎）、埼玉（越谷、春日部）、東京（江東区）、神奈川（川崎）、

富山（氷見）、福井市、愛知（豊田、一宮、東海）、三重（津、いなべ）、

奈良（橿原）、島根（安来）、山口（防府）、長崎（長崎、平戸、松浦）、

大分市

■■  １１市市・・区区議議会会がが喫喫煙煙可可

■■  ２２市市議議会会がが喫喫煙煙可可



日本禁煙学会雑誌　第15巻第2号　2020年（令和2年）7月1日

36

全国の議会の屋内全面禁煙の状況と受動喫煙防止の課題

考　察
今回の調査では、改正健康増進法が全面施行さ

れた2020年4月1日現在、都道府県議会の21議会
（45％）に「喫煙専用室」が残っており、全国の市・
区議会で「喫煙専用室」が残っているのは19議会
（2.3％）に過ぎず、これら都道府県と全国の市・区
議会862のうち、喫煙室が残る議会は40（4.6％）で
（表1）、受動喫煙防止条例の施行されていた5都府
県の町村議会ではすべてが「屋内全面禁煙」以上で
あった。
地方議会の大半で「屋内全面禁煙」以上が進んでい

た理由としては、地方議会は殆どが行政庁舎と同じ
建物内か別棟であっても隣接しているため、2019年
7月からの第一種施設の行政庁舎の全面禁煙の義務
化にあわせて共同歩調を取り、「喫煙専用室」設置を
となえる議会・議員はごく少数であったであろうし、
行政の健康部局や保健所などのネットワークや連携
などで、改正健康増進法の「屋内全面禁煙」の趣旨を
踏まえ自主的な禁煙を判断したように思われる。
しかし市・区議会の大半（98％）が禁煙であるのに、
都道府県議会の21議会（45％）が「喫煙専用室」を残
したことは、煙は漏れざるを得ず、呼出息や服など
に付着する有害物で危害を及ぼすことを本当に理解
しているとは思えない。地方議会のリーダー的立場
で、模範として（皆の健康を受動喫煙の危害から守る
という）法の趣旨を先取りすべき立場なのに、特権的
意識にあぐらをかいているとしか思えない。議会禁
煙により、喫煙する議員も禁煙に踏み切るきっかけ
にもなり得るのに残念なことと言わざるを得ない。

2020年4月からの原則「屋内全面禁煙」を定めた改
正健康増進法の全面施行にも関わらず、議会に喫煙
室を残した21の道・府県議会、および19の市・区
議会においては、今後の行政のタバコと受動喫煙防
止対策の進捗や浸透にブレーキをかけることが懸念
される。一方で府・県議会とその府・県内の市議会
のすべてが「屋内全面禁煙」以上の18の府・県にあっ
ては、府・県内のネットワークや連携などで受動喫
煙防止の浸透がいっそう期待されるように思われる。
また少なくとも32％の議会が敷地内禁煙であった

（表1）が、今後徐々に増えていき、敷地内禁煙が義
務付けられている第一種施設の行政機関並みとなっ
ていくことが期待される。
国会の現状については、受動喫煙対策はワースト
で 5, 6）、タバコ族議員の猛反対の根強さを表している

のであろうが、特権的特別扱いがそういつまでも続
き、許されるものではないように思われる。
本調査を7か月にわたって進めるなかで、喫煙室

やスペースが存続予定あるいは未定の議会について、
禁煙とするよう資料（理由や近隣を含めた議会の禁
煙状況を含め）送付や陳情・要請を行った。2019年
12月までに調査した時点で52議会に喫煙室があった
が、4月1日までに12議会が屋内禁煙となり、度重
なる要請にも関わらず、40の議会の喫煙状況を変え
ることができなかった。
しかし例えば、4月以降も喫煙室を存続させる予
定であった仙台市議会と宮城県議会では、禁煙みや
ぎや日本禁煙学会（議会も「第２次みやぎ21健康プラ
ン－健康寿命の延伸、一次予防の重視、めざせ！受
動喫煙ゼロ」などの立案施策に関わっているなどの指
摘など）からの要請や、地元新聞の河北新報などマス
メディアの批判的報道等があり、さらに各医師会か
らの要請（東北圏では仙台市議会以外のすべての市
議会が禁煙であるなどを含め）を受け入れる形で、3
月に喫煙室の撤去が決められた 7, 8）。
北海道議会については、自民党会派のみが当初

JTの寄贈による喫煙室の設置を決議していたが、北
海道医師会をはじめとした幅広い抗議や、北海道新
聞などのマスメディアの批判的報道もあって、2020
年5月25日から新議会棟の使用が始まったものの、
設置されないままとなっている。庁舎管理者の知事
は、新庁舎の敷地内禁煙の実施に関連して、議会の
総意でなければ認めがたいニュアンスの発言をして
いる 9）。
神奈川県は、受動喫煙防止条例が先進県として

2010年に既に施行されており、また東京五輪の4競
技が県内で予定され、大会中はすべての競技会場で、
加熱式タバコを含めて敷地内完全禁煙となるにも関
わらず、県議会に喫煙室が残っていることとの施策
矛盾は理解が得られないのではないだろうか。
広島県も、受動喫煙防止のがん対策推進条例を
先進県として2016年に施行し、かつ「ひろしま未来
チャレンジビジョン－健康寿命の延伸を図るため」の
立案などの健康づくり施策に県議会も関わっている
はずなのに、受動喫煙の危害が避けられない喫煙室
を残すこととの施策矛盾は批判を免れられないと思
われる。
本会としても、第二種施設の「屋内全面禁煙」の徹
底を促すためにも、医師会等とも連携し、あるいは
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全国都道府県議会議長会や全国市議会議長会にも調
査を依頼し、選挙時には候補者や会派へ公開質問を
するなど、法の趣旨を踏まえ、自主的に議会・国会
を禁煙とするよう、引き続き監視し、要請を続けて
いくこととしている。
折しも2020年1月からの新型コロナウイルス感染

症の全国および世界的広がりのなかで、4月1日から
「原則屋内全面禁煙」が義務化されたことは、喫煙と
受動喫煙が本感染症の罹患と重症化のリスク要因と
指摘されている 10～14）ことからも、本感染症の広がり
を少しでも食い止める一助となった可能性があると
思われる。
しかし、バーやクラブ、キャバクラ、スナックな

どが（タバコ業界関係者の助言で）喫煙目的店に衣替
えしたと報道され 15, 16）、この規制逃れが一因となっ
てこれらの類の施設がクラスター発生源となった可
能性があるのではないか。小規模飲食店の喫煙可能
店でのリスクの可能性も否定できないことから、第2
～3波もあり得る本感染症禍の抜本的な対策の一環
として、三密（密閉・密集・密接）の典型例である喫
煙室・喫煙所の閉鎖・撤去 17）を含め、早急な法改正
による「例外なき屋内全面禁煙」の義務付けが不可欠
と思われ、提案していきたい。
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はじめに
ICT（Information and Communication Technology, 

情報通信技術）とはパソコンやスマートフォンを使っ
た情報処理や通信技術の総称である。禁煙治療での
活用例としては、オンラインでの診療や治療用アプ
リを活用したデジタル療法などが挙げられる。ICT
を活用した事例は今後増えていくと考えられ、導入
にあたり解決するべき課題や、周辺制度などについ
て現段階での状況を概観する目的で、2019年11月3
日（日）から4日（月・休）に開催された「第13回日本
禁煙学会学術総会（JST 2019山形大会）」において、
シンポジウム「ICTを活用した禁煙治療」を開催した。
本稿では「オンライン禁煙診療の概論」「オンライン
禁煙治療の臨床実地での体験から」「デジタル療法・
治療用アプリについて」「治療用アプリの臨床実地で
の体験から」といったテーマについて各演者からの講

演内容の概要を紹介する。

1. オンライン禁煙診療の概論
長谷川高志（日本遠隔医療学会）

遠隔医療全般の話からもう一歩踏み込んで、今後
の制度や治療をどうするかについて考えたい。まず
制度・財源・臨床評価を展望する必要性があるのか
否かだが、やはり必要であると思われる。言い換え
ると、「診療報酬を付けたい」ならば、イコール「制度
財源を考えましょう」ということだと考える。オンラ
イン診療や遠隔医療を考える場合、単なる臨床医療
技術ではないことを認識しなくてはならない。セン
シングやコミュニケーション、情報マネージメントな
ど、診療技術・治療技術以外のものが必要になる。
なかでも管理、情報通達はマネージメント分野なの
で、法的位置づけや診療報酬の枠組みに非常に左右
される。
次に、診療報酬は医療技術評価であるため、臨床
評価と直結している。現に、診療報酬に関する要望
書には医療技術評価という項目があるため、診療報
酬を新設・増設するには、臨床研究による治療効果
と効率の優位性を示す必要がある。しかし、オンラ
イン診療のエビデンスは現状不足している。制度の

　2019年11月3日（日）から4日（月・休）に開催された「第13回日本禁煙学会学術総会（JST 2019山形大会）」
において、シンポジウム「ICTを活用した禁煙治療」を実施した。日本は禁煙治療が徐々に普及してきたもの
の、まだ禁煙外来の受診率に増加の余地があると考えられる。そこで効果が期待されるのが ICT活用である。
ICTの進歩は目まぐるしく、禁煙治療にもその技術を活用することで、外来ではなくオンラインでの診療が可
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関係者は、何を研究したら推進できるのだろうと悩
んでおり、診療の効果を実証する以外に何をするべ
きか議論を重ねている（図1）。
そこで制度と臨床研究のデザインをバランスよく
考えることが必要になる。このバランスがうまく取れ
れば優れた診療行為となり、その結果、診療のなか
で専門家が揃ってくるであろう。これは新しい診療
手法やシステムを伸ばすために必要な素養である。
医師間での画像診断や、専門医が他の医師の診療

を支援する形は発展途上ではあるものの、確立され
つつある一方で、診療行為である患者を相手にする
場合はまだ手探りである。診療の対象は慢性疾患や
生活習慣病であり、治療は在宅医療でいいのか、目
標は生活への介入か、生活習慣の強い指導なのか、
と見方が確定しない。そのようななか、オンライン
診療には、例えば「通院より頻度が高く観察すること
が診療に有効か」「モニタリングできる対象か」「指導
が的確にできるのか」という課題に加え、支援に必要
な装置の類いをどう備えるかという問題もある。一
酸化酸素の測定など生体情報計測が役に立つのか、
新たな介入デバイスの出現を待つほうが適切なのか
も検討の必要がある。
そして、「診察をして薬を処方する」だけで終わら

ない、多段階プロセスの診療が増えることで、施設
治療から日常生活に至るまでの複合的なケアが必要
になると考えられ、制度管理者も遠隔医療の特性を
深く理解する必要がある（図2）。
禁煙治療は、実施状況や対象が明確に絞り込まれ

ており、既に社会的に大きな問題が認識されている。
そして現時点で深刻な病気ではない、対象者が多い
という点が特殊であると考えられる。財源が診療報
酬、健康保険組合事業、自費と多様な点も特殊とい
えるだろう。これらの諸条件から、規制改革推進会
議も禁煙指導に着目している。オンライン診療・遠
隔医療の先進的活用の対象があり、新たな手法、生
活に浸透する手法が期待されていることに加え、展
開する制度の自由度も高いので、いろいろなことに
挑戦できると考えられる。
しかしながら、制度財源については考え続けるべ
きであろう。遠隔医療の発展史とは財源確保の拡大
史でもある。人も設備も経済的な裏付けがないと伸
びない。結果的に有効性や効率性が高い診療手法が
今後伸びていき、財源スキームに適合した診療手法
がエビデンスにつながる。先述したが、財源の選択

肢は豊富である。健康指導としては診療報酬対象外
で、医療技術評価の束縛は低い一方で、健康維持と
いう社会的課題としての公的推進、診療報酬化が非
常に重要である。
遠隔医療の方向性としては、医療技術評価の進化

が必要である。遠隔モニタリングやオンライン指導
などの手法で脱落防止や禁煙成功率を上げ、臨床評
価事例を多々発表していただきたい。オンライン診
療の禁煙指導への有効性については、オンライン画
面を見るだけでは難しいと考えられるが、脱落防止
などにおいていろいろなデータが取れないか期待をし
ている。あとは、観察・介入手法の開発によるデバ
イス研究や ICTの利点としてあげられる禁煙意欲の
精神的効果の測定にも期待を寄せている。

2. オンライン禁煙治療の臨床実地での体験から 
田那村雅子（田那村内科小児科）

オンライン診療は、実施したことがないと診療の
イメージがわかないかもしれない。私も昨年始める
までは全くわからなかったので、オンライン診療の
実態や実感、これまでの禁煙治療での結果をお伝え
できればと思う。
一度も対面を挟まない完全オンライン禁煙治療と

いうものに関して、2017年7月に医師法に抵触しな
いという通知が出された。企業の健保組合など、普

図1　長谷川講演風景

図2　長谷川講演風景
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段から健康診断などを通して組合員、つまり患者さ
んにあたる方の健康状態を把握している前提で、一
度も対面をしない遠隔診療が可能になっている。
禁煙オンライン診療の仕組みだが、健保組合とオ
ンライン診療システム会社の間で契約を結び、私も
そのシステム会社と契約をして、実際に患者さんの
診察をしている。この形だと基本的に自由診療にな
るが、現状、ほとんどの健保組合が費用を全額負
担して、患者さんや組合員が自費負担なく完全オン
ラインで禁煙治療を受けられる仕組みになっている
（図3）。
当院では初診・再診とも、30分枠で設定してい

る。画面上に当院の予約枠が表示されていて、患者
さんにとって都合のいい日時をクリックして予約を取
る仕組みだ。診療内容は対面で行っている禁煙外来
とほとんど同じである。ただし、外来なら前の診療
が長引いて2～3分遅れても、待合室でお待ちいただ
けるが、オンライン診療の場合は予約時間ぴったり
に始めなければいけない点が制約である。どうして
も前の診察が長引く場合は、看護師に時間をつない
でいてもらい、医師が駆け込むこともある。
院内設備だが、当院では外来患者さんを診る診察
室のほかに、禁煙外来用の小部屋をもともと用意し
ていたので、そこをオンライン診療に充てている。
外来の場合に紙に書いて見せたりするような内容は、
紙芝居状のものを用意してカメラの前で説明をする
工夫をしている。
これまで大きなトラブルを経験したことはないが、
最も多いのはネットの接続不良である。患者さんの
9割がスマートフォン利用なので、接続できない、音
声はつながるのに画面が映らない、途中でスマート

フォンの電源が切れるなどのトラブルがある。顔が
見えないと診察したことにならないので、つながる
までリセットが必要である。オンラインだと患者さん
の生活の場とつながって診療するので、会社の休み
時間に同僚の方が患者さんに話しかけたり、休日で
家にいるときに家族が入ってきたりといったこともあ
る。
治療が最後まで行われた事例が45件あった。オ

ンライン診療の患者さんは圧倒的に男性が多く、な
かでも、30～50代の方がほとんどであった。30代、
40代は最も喫煙率の高い年代で、喫煙率は約40％
近くあるので、この層にアプローチする手法として、
オンライン診療は効果的だと考える（図4）。治療終
了率だが、まずオンライン診療は健保組合との契約
によって全4回8週間の治療と全5回12週間の治療
に分かれているが、全4回、全5回、どちらも100％
到達している。当院の禁煙外来では約72.7％で、厚
生労働省が出している2016年度のニコチン依存症管
理料の調査では34.6％ 1）と比較して、良好だと思わ
れる（禁煙治療終了まで至った患者の成功率は90％
前後で、オンラインも禁煙外来、厚生労働省調査す
べて同じ程度）。厚生労働省の調査では「治療終了9
カ月後の禁煙継続率」というデータもあるが、オンラ
イン診療の場合は治療終了後にまだ9カ月経過した
患者さんがいない。最も長くて治療終了後7カ月の
患者さんが20数人いたが、66.7％が禁煙を継続して
いるということで、外来に比べても良好な禁煙成功
率になっていると思われる。
当院のオンライン禁煙治療症例45件については、
禁煙経験がない患者さんが4割ほど、過去に禁煙外
来を受診したことがある人はわずかであった。その

図3　田那村発表スライドより抜粋 図4　田那村発表スライドより抜粋
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ため禁煙外来に行ったことがなくても、「オンライン
ならば禁煙に挑戦してみたい」という需要があると考
えている。
喫煙者自身のニコチンの依存度が軽ければ自分の
意思で辞められるが、なかなかそうはいかない。身
体的なニコチン依存に対しては禁煙補助薬が非常に
有効で、禁煙治療を受けやすくするのがポイントで
ある。心理的なニコチン依存度が高い患者さんには
ただ薬を出すのではなく、診療の質を高めることが
重要だ。オンライン診療で高い禁煙成功率が得られ
たのは、オンラインだからこそ禁煙治療を受けたい
という喫煙者には、比較的心理的ニコチン依存度が
低く、補助薬を使うと容易に禁煙できる患者が多く
潜在しているということだと思われる。そういう層に
アプローチする方法として、オンライン診療は有効
なのではないかと考えている。

3. デジタル療法・治療用アプリについて
佐竹晃太（日本赤十字社医療センター 呼吸器内科）
治療用アプリは ICTを活用した治療ということで、

オンライン診療と似た印象があるかと思われるが、
まったく別の形の医療である。私がCureApp（キュ
アアップ）というベンチャー企業を立ち上げた経緯
と、治療用アプリ・デジタル療法の概略、禁煙外来
で使うニコチン依存症治療用アプリについて述べる。
私はもともと呼吸器内科医として市中病院で肺や

呼吸器の疾患、ぜんそくなどを診療しており、米国
留学中に「医療情報科学」の論文に出合ったことを
きっかけに、5年前ベンチャー企業を立ち上げた。
その論文では、糖尿病の患者さんに専用のアプリ

を使って日々の血糖や食事、運動などのデータを入
力してもらい、データに基づき医療従事者の代わり
にアプリが生活習慣指導やインシュリンの使い方の
アドバイスをする、という治療用アプリが紹介され
ていた。その治療用アプリを使用した際の無作為比
較試験の結果 2）を見て感銘を受け、高いポテンシャ
ルを感じた。当時はまだなかったニコチン依存症治
療用アプリを開発できないかと考え、帰国後に慶應
義塾大学医学部の同期である正木克宜医師と、後輩
の鈴木晋医師と協働で取り組んだ。

2017年時点で全世界の健康系や運動用などのヘル
スケアアプリは大体325,000個ほどあると言われてい
るが、ほとんどのアプリは特定の疾患や病態に対す
る治療有効性のエビデンスがない。治療用アプリは

一般的なヘルスケアアプリと違い、治験をして薬事
申請を通し、医師が医薬品を処方するように、治療
用アプリを処方できる。治療用アプリを使った治療
法はデジタル療法やデジタルセラピー、デジタルセ
ラピティクスと呼ばれている 3）。
なぜアプリを使った治療が保険適用でできるよう

になったのか、法的な背景を説明する。2014年に
「薬事法」という、いわゆる医薬品や医療機器に対し
て規制や承認をする法律の改正が行われ、「薬事法」
は「薬機法」という名前に変わった。医療関係のソフ
トウェアが医薬品や医療機器と同じように承認の対
象となって、アプリを使った治療、診療が行えるよ
うになったことが大きな変更点である 4）。これまで医
療の現場では薬理学的な効果を期待して医薬品を体
内に投入する治療法と、手術で患部を切除するなど
の解剖学的な治療が主であった。しかし、この改正
を受けて治療用ソフトウェアやアプリも従来の治療
法に加えて活用できるようになった（図5）。
アプリという名目だが、実際は病院のPCと患者さ
んのスマートフォンアプリをつなげるクラウドシステ
ムである。まず医師が患者さんに関する基礎的デー
タ（年齢・性別など）を入力して、診察で患者さん
に「禁煙の治療用アプリを使いましょう」と処方する。
次に患者さんはアプリで日々の生活の状況を入力す
る。するとそのデータに基づいて、個々に合った禁
煙指導や生活習慣指導のアドバイス、動画を使った
行動療法が送られる。患者さんそれぞれのデータに
基づいているので個人に合ったガイダンスが可能で、
「個別化」が重要なキーワードである。
治療用アプリとオンライン診療はどちらも ICTで

ありながら似て非なるものである。治療用アプリは
診察時間ではなく、患者さんが普段、離脱症状と闘
いながら孤独に闘っている時間に介入できる点が強
みとなる。患者さんが禁煙を開始したデータから禁

図5　佐竹講演風景
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煙指導や励まし、行動療法に関するガイダンス、動
画を使った疾患に関する教育などを行う（図6）。
患者さんはアプリを使って行動療法を学んで実践

し、自分に合う生活習慣を選択する。アプリはそ
れをサポートする役割を果たす。患者さんが入れた
データは、クラウドを通じて担当医師のPCに送られ
るため、次の診療の際に前回の診療以降患者さんに
どんなことがあったのか、いつ禁煙に成功・失敗し、
薬はきちんと飲んでいたのか、どんなことに苦しんで
いたのかなどを把握することが可能となる。
弊社のアプリに関しては、第Ⅲ層の治験が既に実

施されている。約590症例を対象とし、2群に分けて
いわゆる禁煙補助薬を使ったコントロールと、禁煙
補助薬に治療用アプリをアドオンした介入法を実施
した 5）。プライマリ期間として半年ほど時間を取り、
9～24週継続禁煙率に関して13.4％の差が統計学的
に確認された 6）。治療用アプリは厚生労働省に申請
して、順調に進めば2021年を目途に承認を目指すこ
とになる。

4. 治療用アプリの臨床実地での体験から 
村松弘康（中央内科クリニック）（代理  中村正和） 
ニコチンの使用は、国際機関であるWHOで物質
使用障害に指定されている。アメリカの精神医学会
の診断、統計マニュアルにおいてもタバコ使用障害
が薬物依存のひとつとして位置づけられている。喫
煙には単なるニコチン依存ではなくて、「精神的・行
動学的な依存」も存在するということである。
現行の一般的な禁煙外来のスケジュールは、12週

間で全5回となっている。医師がいくら寄り添って
も、対面できるのはこの5回だけなので、対面と対

面の期間は、患者さんが1人で頑張らなくてはいけ
ないという状況になる。
それを補完するものとして治療用アプリが開発さ

れた。CureAppの治療用アプリの臨床試験には村松
弘康医師が参加されている。アプリには、チャット
機能（AIによる自動対応）や学習機能（セルフ・ラー
ニング）、自分で行動目標を立てて自分で管理する実
践管理機能（セルフチェック）、禁煙日記をアプリの
なかでつけられる日記機能などが含まれる（図7）。
チャット機能でナースコールのボタンを押すとすぐ

に自動生成のメッセージが送られてきて、常に治療
用アプリのなかで寄り添いがある状態になる。また、
学習機能では、適切な動画が配信されて効率的に禁
煙の知識が身につくという強みがある。
治療用アプリを使った実際の患者さんの声をいく
つか紹介したい。「自分の気持ちに理解（共感）を示し
てくれる」「その時に必要な助言をしてくれる」「味方
ができた感じ」このように次の外来までの間にアプリ

図6　佐竹スライドより抜粋

図7　村松スライドより抜粋
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を使用することで、応援されている、助言を受けら
れる環境にあると実感できたようである。
ほかにも「動画を見たり日記をつけたりと、少し
ゲーム感覚があって楽しい」「いかにたくさんタバコ
を吸っていたか、記録を通して気付いた」などがあっ
た。このように、禁煙治療用アプリにはさまざまな
利点があると感じている。

5. パネルディスカッション
まず、「ICTを活用した禁煙治療のメリット」とい

うテーマで演者間の議論を行った（図8）。まず司会
の中村が心理的な面も含めた治療アクセスの改善、
利便性の向上、その結果として、禁煙治療を受ける
方が増える、脱落防止や禁煙補助薬のアドヒアラン
スが向上し成功者が増えることで医療費の節減にな
るなど、ICT活用のメリットをまとめ、それに補足
する形で、長谷川からは、例えばどんな時に「口寂し
いなと思ってタバコに手が伸びる」のか知るといった
患者さんの日常生活に溶け込める点、田那村からも
オンライン診療で患者さんの周りの人と交流し、診
察室にいては見えない生活を通して禁煙をサポート
できる点がメリットとして挙げられた。また、佐竹
からは治療用アプリ等を活用して禁煙について効率
よく学べることで限られた診療時間を効率的に使う
ことができるというメリットが挙げられた。
次に「オンライン診療を現場に導入するうえでの
課題・注意点」についての議論では、司会の中村か
ら、健康保険の種類によって遠隔診療の恩恵が受け
られるかに差があり、オンライン格差が生じうる点に
ついて指摘があった。長谷川からは導入の仕組みと
して健康保険組合の利用者の方から使いたい制度を
提案し、健保組合が費用を出すような形式も可能に
なると良いのではないかという意見が挙がった。ま
た、実践上の課題としてチーム医療への影響につい
て、田那村は看護師のサポートの重要性について述
べ、長谷川からは、他職種連携による治療の効果や
重要性を行政にもわかってもらうことが今後の ICT
医療にとって重要だという意見が出た。さらに、治
療用アプリを現場に導入するうえの課題で、臨床試
験を実施したなかでアプリ利用率が低い診療所等が
あった点に関して中村からの質問があり、佐竹から、
病院によって患者さんのアプリ使用に関して医療従
事者が積極的に介入するかどうかにばらつきがあっ
たためではないかという回答があった。医師が「アプ

リのデータを見て、次の外来で活かします」と患者さ
んに毎日入力してもらうよう伝えるなど、医師側の
工夫も重要だという意見が出た。
最後に、「ICTを活用した禁煙治療が望ましいケー

ス・不適切なケースに関する議論」では特に望まし
いケースとして中村から薬が使えない妊婦さんや薬
の効果が研究で証明されていない未成年者等に治療
用アプリが使えるのではないかという提案があった。
佐竹からも、妊婦さんの禁煙に関しては現状では良
い手立てがないため、アプリで新しく介入できるグ
ループになるのではないかという意見が出た。
本シンポジウムでは ICTを活用した禁煙治療につ

いて、非常に内容の濃い議論ができた。国際的に見
て、まだまだ日本では禁煙治療の利用率が低く、そ
こを打開するのが ICTだと考えられる。禁煙治療に
携わっている読者の皆様には今後も注目して実際に
現場で ICTにかかわっていっていただければと思っ
ている。
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Report on the 13th Annual Meeting of the Japan Society for Tobacco Control 
“ICT-based smoking cessation treatment”
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Abstract
The symposium “Smoking cessation treatment using ICT” was held at the “13th Annual Meeting of the 

Japan Society for Tobacco Control (JST 2019 Yamagata Meeting)” held on November 3 (Sun) to 4 (Mon), 
2019. Although smoking cessation treatment has gradually become more widespread in Japan, there is still 
room for an increase in the number of outpatient visits for smoking cessation. With the rapid progress of ICT, 
the use of this technology in smoking cessation treatment will make it possible to provide online treatment 
instead of outpatient treatment, and a new method of supporting smoking cessation using an app. Those 
technologies should lead to further penetration of smoking cessation treatment in the future with both conve-
nience and quality of treatment. In this paper, we describe the overviews of the lectures given by the speakers 
in order to share the current status of the use of ICT and medical care utilizing the technology, issues to be 
solved in the introduction of ICT, and medical systems.
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smartphone medical apps, digital therapeutics
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　本校では興味本位で喫煙しがちな高校生や地域に向けて喫煙防止をキーワードに、2006年から地域の方々
や専門医の先生と連携した取り組みを継続している。高校生が自ら正しい知識を学び、仲間や地域の方々に
伝える体験を通じ、自分だけでなく周りの人々の健康意識向上を図ろうとする実践と、活動の中で変わって
いく高校生の認識や行動変容について紹介する。

キーワード：喫煙防止教育、ピアサポート、地域連携

はじめに
本校は、創立71周年を迎えた山形県の中部に位置

する白鷹町唯一の高等学校である。総合学科各年次
2クラス、生徒数138名の小規模校であるが、総合
学科の特性を生かし、多彩な教科や科目が開設され、
生徒は1人1人の進路や興味に合わせて科目を選択
し学んでいる。地域の高校生としてボランティア活
動にも積極的に参加している。白鷹町は「日本の紅

あか

を
つくる町」として古

いにしえ

の時代からべに花の生産にかかわ
るほか、これもまた古くからホップや葉タバコの栽培
が行われている。そのためか、他の地域と比べて飲
酒や喫煙に対して寛容な風潮があった。健康増進法
制定（2002年）後も、高校生が興味本位から気軽にタ
バコに手を出し常習化する時代背景 1）もあり、喫煙
場面は校舎内外で散見された。喫煙防止教育は学校
だけでは対応しきれず、地域・家庭も巻き込んだ取
り組みが喫緊の課題だった。本校の喫煙防止教育は
2006年に本格的にスタートし、その後も白鷹町の地
域の方々、専門医の先生と連携し現在も継続して行
われている。高校生が自ら喫煙防止について学び・
伝える体験を通じ、自分だけでなく仲間や地域住民
の心身の健康意識向上を図る13年間の取組みについ

て紹介したい。

取り組みの内容
1. 生徒保健委員によるピアサポート2）

本校では毎年健康に関するテーマを設定し、生徒
保健委員各々が学び、その知識を他の生徒に教える
ピアサポートを実施している。生徒同士が教え学び
あうことで健康に対する興味や意欲を喚起し、行動
変容を促すことを目標としている。

2006年、当時の本校養護教諭であった片桐麻希
子先生がピアサポート、後述の専門家による喫煙防
止講話、地域連携を柱立てとした喫煙防止活動の
取組みを始めた。片桐先生は活動の経緯とその内容
を、2012年4月仙台で開催された第6回日本禁煙学
会学術総会においてポスター発表をした。その同じ
会場で｢加濃式社会的ニコチン依存度調査票」（Kano 
Test for Social Nicotine Dependence; KTSND3））を
用いた研究発表に接する機会があった。KTSNDは
喫煙を美化、正当化し、嗜好として認知する社会
的依存を含めた心理的依存のスクリーニング法であ
り、タバコに対する認知の歪み（害の否定や効用の過
信、禁煙の障害の過大評価）を評価することができ
る。片桐先生は、タバコへの関心や自分を含む周囲
の喫煙環境から最初の1本に結びつくことが多かっ
た当時の荒砥高校生にも有用と考え、保健委員の生
徒たちに紹介して、彼らと共に2012年5月に調査を
行った。喫煙防止教育10年目の2016年の生徒保健
委員会は自分たちの新たな課題を考えるため、過去

地域と連携した喫煙防止教育 
～生徒保健委員を中心とした13年間の取り組み成果～

鈴木久美子、鈴木華凛、鈴木祥子

山形県立荒砥高等学校
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の先輩方の活動をふりかえった。そのなかで2012年
の調査結果を見つけ、タバコへの関心や喫煙環境の
変化を2012年の調査と比較するために、全校生に向
けて実施し、年次ごとの平均点を保健委員が算出し
た。KTSNDは暫定規準値を9点以下としており4）、
2012年、2016年とも9点以下でタバコや喫煙に対

する認知の歪みは存在しなかった。さらに、4年間
で社会的ニコチン依存度は年次、男女とも低くなっ
ていた（表1）。本人、友人の喫煙について喫煙者は
減少していたが、家族の喫煙率においては64％から
62％とほぼ変化は見られず、家庭内の禁煙は進んで
いない状況があった（図1）。生徒保健委員会は活動
のキャッチコピーを「受け継がれし想い。青春にタバ
コはいらない～タバコについて知ってもらい喫煙しな
い大人になろう！ この際、大人には禁煙してもらお
う！」とし、高校生の喫煙予防は勿論、タバコを吸う
家族や地域の方に向けて高校生からメッセージを送
ることにした。
文化祭ではタバコやその影響について調べ、展示

ポスターを作成し、一般公開では来場者や本校生に
ポスターセッションを行った。タバコマンの着ぐるみ
を着て呼び込みをしたり、足を止めて下さった方に
喫煙者にむけたメッセージをコラージュのように貼り
付けたりした。

表1　KTSND合計点平均比較

2012.5.31実施 
（対象生徒166人）

2016.8.26実施 
（対象生徒181人）

学　年
　1年次 6.6 5.5
　2年次 7.7 4.7
　3年次 6.3 5.4
　全　体 6.8 5.2
性　別
　男　子 7.4 6.4
　女　子 6.5 4.2

図1　本人・友人・家族の喫煙率比較
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1月にはロングホームルームの時間に全校生向けに
保健指導を実施した。参加型のクイズ形式とし、タ
バコの害や山形県・白鷹町の現状や先生方からの
メッセージも加え、興味をもって考えてもらえるよう
工夫した（写真1）。

2. 専門家を招聘しての喫煙防止教育講話
本校では、科学的知識を学び、正しい行動選択

ができる知識と態度を学ぶことを狙いとした健康教
育講話を実施している。喫煙防止に関わる医師や保
健師、あるいは町民有志の健康を考える会の方々を
お招きし、先進的な知識の講義や、実験や教材展示
のご協力、寸劇をみせていただいたりしている。タ
バコ＝ダメという一辺倒な教えではではなく、健康
よりも利益を優先する経済や企業の巧妙な戦略に
気づいたり、自分は人生の中で何を選択していくの
か？ あるいは喫煙者をどのように捉えていたのか、
これからはどう関わるのか？ など、生徒たちが禁煙
をキーワードに多角的な観点から考えるきっかけに
なっている（写真2）。

3. 地域連携・交流
本校の生徒保健委員会は地域との連携・交流を
行っている。その1つ目は「しらたか禁煙マップ」の作
成である。白鷹町保健福祉課からデータをいただき
公共施設やコミュニティセンター約140か所の喫煙

環境を毎年調査し更新している。地域の禁煙化状況
を知り、その情報を高校生から発信している。地域
全体の喫煙予防の意識改善と、利用する施設や公民
館の状況について、生徒が自ら興味を持ち環境を改
善する力になってくれればと考えている。禁煙マップ
はパウチングをして、荒砥高校だけでなく役場や健
康福祉センターにも掲示を依頼している（図2）。
地域連携・交流の2つ目の実践は「元気ニコニコ健
康まつり」への参加である。白鷹町では毎年11月に
町の健康福祉課が中心になり、健康づくり推進協議
会、歯科衛生士会、薬剤師会、消防署、授産施設の
方々の協力のもと健康まつりが開催されている。生
徒保健委員はボランティアとして参加する。その中
の荒砥高校ブースでは生徒が調べた喫煙予防啓発の
掲示物や禁煙マップ展示をしている。また、禁煙紙

写真1　生徒による保健指導（ピアサポート）

写真2　専門家による喫煙防止教育講話

山形県は全国に比べて 
20代、30代の喫煙率が 
特に高くなっています。
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芝居の時間をいただき集まってくれた子供たちや地
域の方々の前で発表を行っている（写真3）。笑顔で、
わかりやすく、見てくれる方に届くよう声のトーンな
ど工夫しながら発表した。

4. アンケート結果
2019年7月15日に、全校生に喫煙防止講話前後

のアンケート結果を取ったところ、講話の重要性や
有用性について100％の生徒が肯定的に認識してい
た。タバコのリスクや依存性について講演後は5％増
の93％が理解し、将来の禁煙行動については2％増
の94％の生徒が肯定的な回答をしている。日頃から
の生活実践について（バランスの良い食事や適度な運
動、休養や睡眠など調和のとれた生活）も講演後は肯
定的な回答が100％となり、タバコにかかわらない生
活や健康行動について前向きな気持ちになったこと
が伺えた（表2）。

2019年11月15日に、実際に活動した生徒保健委
員と全校生にアンケートを実施した。生徒保健委員
11名全員が活動前よりもタバコに関しての知識や関
心が増えたと回答した。将来、自分は絶対にタバコ
に手をださないという生徒保健委員が100％、周り

の人のタバコを止めるかの問いについては91％の生
徒保健委員が働きかけを行動化すると回答した。実
際に親に『タバコをやめて』というようになった生徒
保健委員もいる。受動喫煙被害認識や保護者への健
康意識への危機感が高まったと考えられる（図3）。

考　察
長年の活動が途切れなかったのは、地域や専門

医の方々の支援と、幅広い年代の方と交流すること
が自らの健康意識や喫煙防止への高揚につながった
からのように思われる。文化祭や健康まつりで展示

図2　「きれいな空気で健康白鷹」禁煙マップ・過去13年間の変化

番号 分館名 2006年 2010年 2015年 2018年 番号 分館名 2006年 2010年 2015年 2018年 番号 施設名 2006年 2010年 2014年 2018年 施設名 2006年 2010年 2015年 2018年

1 東高玉 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 38 八幡一 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 77 役場 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 大森医院

2 雪舟町 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 39 八幡二 分煙等 禁煙 禁煙 禁煙 78 役場分庁 禁煙 禁煙 禁煙 多田医院

3 権現堂 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 40 新町 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 79 議会関係 禁煙 禁煙 禁煙 新野医院

4 睦 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 41 上町 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 80 中央公民館 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 みゆき整形外科

5 北星 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 42 出来町 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 81 蚕桑公民館 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 横沢医院

6 西高玉 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 43 横町 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 82 鮎貝公民館 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 五十嵐歯科医院

7 境 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 44 仲町 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 83 荒砥公民館 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 岩崎歯科医院

8 門前 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 45 貝生 取組なし 分煙等 禁煙 禁煙 84 十王公民館 分煙等 分煙等 禁煙 禁煙 佐藤歯科医院

9 西田尻 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 46 菖蒲 取組なし 取組なし 取組なし 禁煙 85 鷹山公民館 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 わたなべ歯科医院

10 高野 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 47 下山 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 86 東根公民館 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙

11 笠松 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 48 佐野原 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 87 就業構造改善センター 禁煙 禁煙 禁煙 荒砥小学校

12 北小路 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 49 大瀬 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 88 保育園５か所 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 鮎貝小学校

13 横越 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 50 上野 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 89 ふるさと子ども交流館 取組なし － － 蚕桑小学校

14 東田尻 取組なし 分煙等 禁煙 禁煙 51 八卦 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 90 白光園 分煙等 － － 鷹山小学校

15 下町 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 52 塩田 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 91 白光園ＤＳ 分煙等 － － 中山小学校

16 山口 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 53 中十王 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 92 はっぴーＤＳ 分煙等 － － 東根小学校

17 佐野 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 54 本宿 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 93 山峡体育館 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 白鷹西中学校

18 沖 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 55 宝前町 取組なし 取組なし 取組なし 禁煙 94 つむぎパーク 禁煙 禁煙 禁煙 白鷹東中学校

19 山際 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 56 折居 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 95 スキー場 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 荒砥高校

20 姫城 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 57 中滝野 取組なし 取組なし － － 96 ソフトボール場 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 白鷹高等専修学校

21 新地 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 58 細野 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 97 図書館 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙

22 駅前（鮎貝） 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 59 滝野 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 98 パワーセンター 禁煙 禁煙 禁煙 きらやか銀行荒砥支店

23 八幡 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 60 山道 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 99 情報センターテレワークセンター 取組なし 禁煙 禁煙 きらやか銀行鮎貝支店

24 中丸 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 61 南 取組なし 取組なし － － 100 深山和紙振興センター 禁煙 禁煙 禁煙 山形銀行荒砥支店

25 桜館 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 62 西 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 101 給食共同調理場 禁煙 禁煙 禁煙 山形中央信用組合

26 大町西 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 63 新屋敷一 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 102 浄化センター 禁煙 禁煙 禁煙 浅立郵便局

27 大町東 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 64 新屋敷二 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 103 パレス松風 分煙等 分煙等 分煙等 鮎貝郵便局

28 内町 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 65 上原 取組なし 分煙等 禁煙 禁煙 104 もりもりハウス 取組なし － － 荒砥郵便局

29 粡町 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 66 中山 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 105 土里夢農園 禁煙 － － 畔藤簡易郵便局

30 赤坂新町 分煙等 分煙等 禁煙 禁煙 67 針生 取組なし 取組なし － － 106 のどか村 分煙等 － － 蚕桑郵便局

31 森合 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 68 浅立 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 107 こぶしの家 分煙等 － － 白鷹簡易郵便局

32 箕和田 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 69 原 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 108 斎場 取組なし － －

33 柏原新田 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 70 広野 分煙等 分煙等 禁煙 禁煙 109 健康福祉センター 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 取取組組ななしし
34 神明町 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 71 小山沢 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 110 町立病院 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 分分煙煙等等
35 高岡 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 72 町下 取組なし 禁煙 禁煙 禁煙 111 教育委員会 禁煙 禁煙 禁煙 禁煙 禁禁煙煙
36 深山 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし 73 上杉沢 取組なし 取組なし 取組なし 取組なし

37 黒鴨 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙 74 杉沢中央 取組なし 取組なし 禁煙 禁煙

75 松岡 取組なし 取組なし － －

76 上海生　 取組なし 取組なし － －

企画・作成
　元気ニコニコ推進会・荒砥高等学校保健委員会
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～きれいな空気で健康白鷹～　禁煙マップ・過去13年間の変化をまとめました
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13年間で新たに ＊敷地内・施設内禁煙になった場所・・・56か所
＊分煙実施形態をとっている場所 ・・・ 1か所 です。

⽩鷹町の禁煙の取り組みは、13年間で随分進みました。現在、⽩鷹町の喫煙者は15.4%。
喫煙対策がとられている公共施設は約82％です。
「きれいな空気で健康⽩鷹」を⽬指し呼びかけをすすめていきたいと思います。

写真3　地域住民への啓発活動（禁煙紙芝居）
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表2　講話前後アンケート
〇調査対象　県立荒砥高等学校 全年次　128名

実施前128名 実施後126名
 2019.7.15実施 　　　（単位：％）　

喫煙・飲酒・薬物乱用防止についての学習は健康な生活を送るために重要だ 〈実施前〉 〈実施後〉
そう思う 75.0 88.9
どちらかといえばそう思う 22.7 11.1
どちらかといえばそう思わない   0.8   0.0
思わない   1.6   0.0
無回答   0.0   0.0

たばこの煙の有害物質ニコチンには依存性がある 〈実施前〉 〈実施後〉
正しい 88.3 92.9
誤り 11.7   6.3
無回答   0.0   0.8

将来、喫煙をしない、もしくは節度ある喫煙をしようと思う 〈実施前〉 〈実施後〉
そう思う 82.0 87.3
どちらかといえばそう思う   9.4   6.3
どちらかといえばそう思わない   3.1   2.4
思わない   5.5   2.4
無回答   0.0   1.6

日頃から、バランスの良い食事や適度な運動、休養及び睡眠など 
調和のとれた生活を実践しようと思う 〈実施前〉 〈実施後〉
そう思う 75.0 81.7
どちらかといえばそう思う 22.7 17.5
どちらかといえばそう思わない   2.3   0.0
思わない   0.0   0.0
無回答   0.0   0.8

図3　保健委員会活動後アンケート

非常にそう思う 8 非常にそう思う 7

そう思う 3 そう思う 4

ややそう思う 0 ややそう思う 0

思わない 0 思わない 0

無回答 0 無回答 0

２２．．活活動動後後、、自自分分はは薬薬物物ややタタババココにに手手をを出出ささなないいとと思思うう

３３．．活活動動後後、、周周りりのの人人ののタタババココももととめめるるとと思思うう

＜実施前＞

非常にそう思う 7

そう思う 4

ややそう思う 0

思わない 0

無回答 0

2019年度　喫煙防止活動後アンケート

〇調査対象　・県立荒砥高等学校保健委員　　1～3年次　11名

図図33　　保保健健委委員員会会活活動動後後アアンンケケーートト

2019.11.15実施
１１．．活活動動後後、、以以前前よよりりももタタババココにに関関ししてて知知識識やや関関心心がが増増ええたた
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地域と連携した喫煙防止教育

やプレゼンテーションすることで他の生徒や地域の
方々から、評価や励ましをいただき達成感を感じた
生徒も多かった。健康まつりに参加することでいま
まで気づかなかった地域の健康施策や、その地域に
暮らしているのだという誇りや安心感とともに、そ
の地域の方々に頼りにされているという想いと嬉しさ
は、自己有意感を確かに上げていった。正しい知識
の獲得、健康意識の向上、自尊感情や自己肯定感が
喫煙に歯止めをかけ、喫煙者を理解したうえで健康
リスクや対応について支援していく力を醸成してい
くと考えられる。
次年度からは1年次が1クラスとなり保健委員の

数も少なくなる。小規模校の本校では学習や部活動
に加えいろいろな役や仕事が回ってくる。時間の確
保や生徒の実情、日程調整など課題は数多くあるが、
喫煙防止というキーワードをとおして生徒たちは自
らの健康を増進し、なりたい自分になるための力を
自分たちで推し進めることができるということを目の
あたりにしている。研究を始める前は「どうせやって
も無駄だ」「面白くない」と諦めばかりを口にしていた
生徒や、委員会をさぼりがちだった生徒、あるいは、
人とのかかわりが苦手だった生徒が積極的に自ら行
動していく姿に素直に毎年感動している。これから
も地域や専門機関と連携しながら、自分の健康に興

味や関心を持ち、自分はもちろん家族や地域の健康
に目を向け、行動する力を持った生徒保健委員会活
動を生徒とともに推進していきたい。
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本論文の要旨は、第13回日本禁煙学会学術総
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日本禁煙学会の対外活動記録
（2020年3月〜6月）

 3月 20日… 2020年度日本禁煙学会調査研究事業の助成対象が決定しました。
 4月 6日… 日本禁煙学会HPに「COVID-19（新型コロナ）に罹患しない・させないために」を掲載しました。
 4月 7日… 日本禁煙学会HPに「喫煙歴がCOVID-19肺炎の最大の重症化因子」を掲載しました。
 5月 3日… タバコが新型コロナウイルス感染症に対して予防や治療の効果があるという論文にご注意ください。
 5月 4日… 喫煙者のパルスオキシメーター測定値にご注意ください。
 5月 16日… 日本禁煙学会HPに「＜照会＞FCTC第9、10条での日本政府のタバコ製品の成分の規制および情

報開示について」を掲載しました。
 5月 25日… 国際結核肺疾患連合の呼び掛けを強く支持いたします。
 5月 28日…「加熱式たばこについてのシンポジウム」が中止になりました。
 6月 1日… 5月31日はWorld…No…Tobacco…Day（世界禁煙デー）です。
 6月 3日… 日本禁煙学会HPに「全国の喫煙所・喫煙室の閉鎖状況」を掲載しました。
 6月 12日… 4月1日から改正健康増進法が全面施行されました。
 6月 14日… 日本禁煙学会HPに「喫煙で、人工呼吸器装着or死亡のリスクが3倍となる」を掲載しました。
 6月 16日… 日本禁煙学会HPに「受動喫煙にお困りなら：受動喫煙防止対策」を掲載しました。
 6月 27日… 日本禁煙学会HPに「電子タバコ、加熱式タバコをお使いの方に重要なお知らせ」を掲載しました。
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